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研究要旨 

 国民を代表するサンプルを対象としている平成 18 年国民健康・栄養調査 (厚生労働省)、平成 28 年社会生

活基本調査 (総務省)、令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 (スポーツ庁)、子ども・青少年のス

ポーツライフ・データ 2019 (笹川スポーツ財団)、平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サーベイラン

ス (公益財団法人日本学校保健会) の 5つの調査に基づき、わが国の子ども・青少年における身体活動および

座位行動の実態について整理した。その結果、わが国における子どもは 1 週間あたりの身体活動実施時間が

420 分 (1 日 60 分×7 日間) 未満の者が 3～4 割を占めていることが分かった。座位行動については、スクリ

ーンタイムに 1 日あたり 2 時間以上費やす者の割合が、小学生で 4～5 割、中学生で 5～6 割とかなり高いこ

とが明らかとなった。 

子ども・青少年を対象にした身体活動・座位行動指針に関して、カナダ (Canadian 24 Hour Movement 

Guidelines for Children and Youth: An Integration of Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep)、アメリカ 

(Physical Activity Guidelines for Americans 2nd edition)、オーストラリア (Australian 24-Hour Movement Guidelines 

for Children and Young People (5 to 17 years): An Integration of Physical Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep)、イ

ギリス (UK Chief Medical Officers' Physical Activity Guidelines)、WHO (WHO Guidelines on Physical Activity and 

Sedentary Behaviour) で策定された内容について概観した。結果として、多くの国・機関において、「1日 60分

以上の身体活動 (特に有酸素運動) を実施すること」、「筋肉および骨を強化するための活動を週に 3日以上取

り入れること」、「余暇におけるスクリーンタイムを 1 日 2 時間未満にすること」が指針として採用されてい

ることが明らかとなった。 

わが国の子ども・青少年における健康の維持・増進のために、身体活動をどの程度行うべきなのか、あるい

は座位行動をどの程度に抑制するべきなのかについて、今後は身体活動・座位行動が種々の健康アウトカム

に及ぼす影響に関する諸外国ならびに日本における研究動向を整理し、それらの成果を踏まえた上で、わが

国の子ども・青少年に対する身体活動・座位行動指針を策定していく必要がある。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

2020 年に公表された子ども・青少年における身

体活動と健康に関する国際合意声明 1)では、成人と

同様に子ども・青少年においても、身体活動や座位

行動の多寡が、過体重や肥満、心肺持久力などの身
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体的健康、抑うつや自己肯定感、ウェルビーイング

などの心理的健康、また学力にまで影響を及ぼす

ことが示されている。しかしながら、現状では、子

ども・青少年の身体活動量は十分ではなく、座位時

間が長いことが指摘されつつある 2),3)。 

このような状況を鑑み、諸外国では子ども・青少

年の身体活動を促進させ、座位行動を減らすこと

を目的として、身体活動・座位行動指針が策定され

ている 4)。一方、わが国では文部科学省により幼児

期運動指針 5)は示されているものの、子ども・青少

年に対する指針は存在しない。その背景の 1 つと

して、わが国の子ども・青少年の身体活動や座位行

動の実態を含め、これまでの先行研究の成果が十

分に整理されていないことが挙げられる。 

本研究班では、本年度は国民を代表するサンプ

ルで調査された日本人の子ども・青少年の身体活

動および座位行動の実態に関するデータを整理す

るとともに、これまで諸外国において策定されて

きた子ども・青少年を対象にした身体活動・座位行

動指針について概観し、日本の子ども・青少年のた

めの身体活動・座位行動指針の策定に向けた基礎

資料を得ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

1．調査対象および調査方法 

 日本の子ども・青少年における身体活動・座位行

動の実態に関しては、国民を代表するサンプルを

対象とした調査に限定し、その実態について調査

している報告書からデータを収集し、調査方法の

概要や実際のデータについてまとめた。 

 また、諸外国における身体活動・座位行動指針の

策定動向については、先行研究 4),6)を基に関連分野

における研究成果の蓄積が十分あり、先進的な取

り組みを行っていると考えられる国や機関の身体

活動・座位行動指針を取り上げ、その具体的な内容

や特徴の確認を行った。 

 

2．倫理的配慮 

 本研究では、個人情報は取り扱うことはなく、倫

理的な配慮は不要であった。 

 

Ｃ．研究結果 

 

【日本の子ども・青少年における身体活動・座位行

動の実態】 

 

1．対象とした調査 

 国民を代表するサンプルを対象にした調査とし

て、平成 18年国民健康・栄養調査 7)、平成 28年社

会生活基本調査 8)、令和元年度全国体力・運動能力、

運動習慣等調査 9)、子ども・青少年のスポーツライ

フ・データ 201910)、平成 30 年度・令和元年度児童

生徒の健康状態サーベイランス 11)が抽出された。 

 

2．各調査の調査時期、対象者、抽出方法 

1) 平成 18年国民健康・栄養調査 7) 

本調査は、平成 18年 11月に実施されている。対

象者は、平成 18年国民生活基礎調査において設定

された単位区 [層化無作為抽出した 300 単位区内

の世帯 (約 5, 000世帯) 及び世帯員 (約15, 000人)]

内の世帯の世帯員で、平成 18 年 11 月 1 日現在で

満１歳以上の者であった。 

2) 平成 28年社会生活基本調査 8) 

本調査は、平成 28年 10月に実施された。対象者

は、全国約 7,300調査区にある世帯のうちから、無

作為に選定した約 88,000 世帯の 10 歳以上の世帯

員約 20 万人を対象としている。抽出方法は、第 1

次抽出単位を国勢調査区とし、第 2 次抽出単位を

世帯とする層化 2段抽出法によって行っている。 

3) 令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調

査 9) 

この調査は、平成 31年 4月～令和元年 7月に実

施されている。対象者は、小学校、義務教育学校前

期課程及び特別支援学校小学部の 5 年生全員およ

び中学校、義務教育学校後期課程、中等教育学校及

び特別支援学校中学部の 2年生全員であった。 

4) 子ども・青少年のスポーツライフ・データ 201910) 

令和元年 6月～7月に実施された調査である。全

国の市区町村について都道府県単位として 10地区
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に分類し、各地区においてさらに都市規模によっ

て 5 つに分類する層化 2 段無作為抽出法により、

全国市区町村に在住する 4～11歳 2,400名を対象と

している。 

5) 平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サ

ーベイランス調査 11) 

本調査については、平成 30 年 11 月～12 月に実

施された。公益財団法人日本学校保健会よりアン

ケート用紙等を協力の得られた各都道府県の学校

保健会を経由し、教育委員会へ配布後 (一部は協力

校に直送)、協力の得られた各都道府県教育委員会

は、協力校 (小学校・中学校については、所管の市

区町村教育委員会を経由) へアンケート用紙等を

配布した。小学校、中学校、高等学校のサーベイラ

ンス協力校 122 校に調査書類を送付し、そのうち

114校が回答した。 

 

3．身体活動の実態 

平成 18 年国民健康・栄養調査 7)では、強い運動

について、1 時間以上運動する者の割合は、男女共

に 6～8歳に比べ、他の年齢階級は高いことが示さ

れている。やや強い運動、軽い運動では、年齢階級

が上がるほど 0 分の者の割合が高かった。軽い運

動～強い運動強度までの合計では、1週間の実施時

間が 7 時間未満 (1 日 60 分×7 日) の者の割合は、

男子では全体で 27.4％、6～8歳 25.7％、9～11歳で

は 28.0％、12～14 歳では 28.3％、女子では全体で

38.2％、6～8 歳では 32.3％、9～11 歳では 41.0％、

12～14歳では 41.6％であった。 

令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査

9)において、体育授業の時間を除いた一週間あたり

の運動・スポーツ実施の平均時間は、小学生男子で

556.8分、女子では348.9分、中学生男子で817.5分、

女子では 596.0分であった。1週間の実施時間が 420

分未満 (1日 60分×7 日) の者の割合は、小学生男

子で 48.6％、女子で 70.0％であったのに対し、中学

生男子では 17.9％、女子では 39.6％となった。 

子ども・青少年のスポーツライフ・データ 201910)

によると、1 日あたり少なくとも合計して 60 分以

上身体活動を行った日数を調査している。毎日行

っていた者の割合は 4～11 歳では全体では 2.9%、

男子では 3.3%、女子では 2.6%であった。学年別で

みてみると、未就学児は 2.1%、小学 1～2 年生は

1.8%、小学 3～4 年生は 3.0%、小学 5～6 年生は

4.4%、中学生は 19.0%と学年が上がるにつれ実施し

ている者の割合が高くなった。 

平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サ

ーベイランス 11)では、日ごろ部活動や自由時間に

体を動かす遊びをしている者の割合を尋ねている。

その結果、男子では 73.5％、女子で 56.3%であった。

男子は、小学年生から中学生では約 80％ (小学 1～

2年生 80.6％、小学 3～4年生 80.6％、小学 5～6年

生 75.5％、中学生 74.2％) が体を動かす遊びを行っ

ていた。女子では、小学 1～2年生が 72.3％、小学

3～4年生が 69.7％、小学 5～6年生が 58.8％、中学

生が 54.4%実施していたが、高校生の実施割合は

37.3%と大きく低下していた (男子では 61.8%)。そ

のため、男子よりも女子のほうが体を動かす者の

割合は低く、学年が上がるにつれ低下する傾向が

認められている。軽い運動～強い運動強度の 1 週

間の実施時間は、男子で 355 分、女子で 240分であ

り、1 週間の実施時間が 7 時間以上 (1 日 60 分×7

日) であったのは高校生男子のみであり、週あたり

468分であった。 

 

4．座位行動の実態 

平成 18 年国民健康・栄養調査 7)において、男女

共に年齢階級が高いほど、座ったり寝転がったり

して過ごす座位時間が長い傾向が認められている 

(平均±標準偏差；平日全体 5.8±3.4時間、6～8歳

5.0±3.1時間、9～11歳 5.8±3.3時間、12～14歳 6.6

±3.6 時間、休日全体 6.6±3.3 時間、6～8 歳 5.7±

3.0 時間、9～11 歳 6.6±3.2 時間、12～14 歳 7.4±

3.6時間)。そのうち、テレビ・ビデオを見る時間は、

いずれの年齢階級も男女共に平日約 2 時間 (全体

平均±標準偏差；男子 2.0±1.3時間、女子 2.0±1.1

時間)、休日は約 3 時間 (全体平均±標準偏差；男

子 3.1±1.9時間、女子 3.4±1.8時間) であった。 

座位行動の中でも代表的なテレビ視聴の時間以

外の行動として、スマートフォン・パソコンの使用
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時の座位行動に関する調査が挙げられる。平成 28

年社会生活基本調査 8)では、この行動における平均

時間や使用割合を調査していた。その結果、スマー

トフォン・パソコンの 1 日あたりの使用時間は 10

～14 歳では全体で週全体平均 38 分 (男子 44 分、

女子 32 分)、使用している割合は週全体平均で

36.8% (男子 38.9%、女子 34.6%) であった。 

また、令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣

等調査 9)による平日 1 日あたりのスクリーンタイ

ム (テレビやビデオ DVD視聴、ゲーム機、スマー

トフォン、パソコンなどの画面を見ている時間) が

1日 2時間以上の者の割合は、小学生男子で 59.1％、

小学生女子で 46.7％、中学生男子で 63.5％、中学生

女子で 60.3％を占めていた。 

子ども・青少年のスポーツライフ・データ 201910)

においては、テレビ視聴やパソコン、ゲーム、スマ

ートフォンなどのメディア利用の時間をたずねて

いる。この時間が平日 1 日あたり 2 時間以上の者

の割合は、4～11 歳では全体で 34.4%、男子では

35.9%、女子で 32.9%であった。学年別では、未就

学児で 35.0%、小学 1～2年生で 31.3%、小学 3～4

年生で 30.4%、小学 5～6 年生で 39.8%、中学生で

49.2%、高校生で 67.5%となり、未就学児から小学

3～4 年生にかけて学年が上がるにつれ減少してい

るが、その割合は 3割程度に留まっている。 

平成 30年度・令和元年度児童生徒の健康状態サ

ーベイランス調査 11)で行われたスクリーンタイム  

(ゲーム、インターネット、テレビ時間) の 1 日あ

たりの平均値は、男子で 5時間 57分、女子で 5時

間 31 分であることが示された (小学 1～2 年生男

子 3 時間 50 分、小学 1～2 年生女子 3 時間 25 分、

小学 3～4 年生男子 4 時間 7 分、小学 3～4 年生女

子 3 時間 44 分、小学 5～6 年生男子 4 時間 31 分、

小学 5～6 年生女子 4 時間 13 分)。中学生以降では

6～7時間とその時間はさらに長くなっていた。 

 

【諸外国における子ども・青少年に対する身体活

動・座位行動指針の策定動向】 

 

1. 対象とした国・機関 

 本報告では、カナダ、アメリカ、オーストラリア、

イギリスならびにWHOで策定された子ども・青少

年のための身体活動・座位行動指針を取り上げ、そ

の内容について整理した。 

 

2. 各国・機関における身体活動・座位行動指針の

策定動向 

1) カナダ：Canadian 24 Hour Movement Guidelines 

for Children and Youth: An Integration of Physical 

Activity, Sedentary Behaviour, and Sleep 12) 

 2016 年 6 月に公表された本指針は、カナダ運動

生理学会が中心となって組織したコンセンサスパ

ネル (政府関係者、専門家、利害関係者、エンドユ

ーザー等) により策定された。カナダの 5～17歳ま

での子ども・若者に対して、身体活動、睡眠、座位

行動という 3つの生活場面を 24時間の行動として

捉え、各行動の量や強度、時間について推奨した世

界初の指針である。この指針は、身体活動のみに着

目し、2011 年 1 月に公表されたこれまでの身体活

動指針とは特徴が大きく異なり、子ども・若者の身

体活動、睡眠、座位行動の間に重要な関連があると

いう新たな研究成果のまとめを基に策定されてい

る。 

 具体的な指針の内容として、身体活動について

は SWEAT (中高強度身体活動) と STEP (低強度身

体活動) というカテゴリーを設け、SWEAT につい

ては、「様々な有酸素運動を含む中等度から高強度

の身体活動を 1日 60分以上行うこと」および「高

強度の身体活動、筋肉と骨を強化するための活動

をそれぞれ週に 3日以上取り入れること」、STEPに

ついては「構造化または構造化されていない様々

な低強度の身体活動を数時間行うこと」を提案し

ている。また、睡眠 (SLEEP) に関しては、「5～13

歳は 1 日 9～11 時間、14～17 歳は 1 日 8～10 時間

の連続した睡眠をとり、就寝・起床時間を一定にす

ること」を指針として掲げている。一方、座位行動 

(SIT) については、「余暇のスクリーン時間を 1 日

2時間までとし、長時間連続した座位を制限するこ

と」を示した。さらに、これらの指針を基に、十分

な睡眠時間を確保し、屋内での時間を屋外での時
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間に置き換え、座位行動や低強度身体活動を中等

度から高強度の身体活動に置き換えることで、よ

り大きな健康効果が得られることに言及している。 

2) ア メ リ カ ： Physical Activity Guidelines for 

Americans 2nd edition13) 

U.S. Department of Health and Human Services 

(HHS) により公表された本指針は、就学前 (3～5

歳)、子ども・青少年 (6～17歳)、成人 (18歳以上)、

高齢者 (65 歳以上)、妊娠中・出産後の女性、慢性

疾患および障害を有する者を対象に、定期的な身

体活動を行うことで得られる健康効果に関する先

行研究のシステマティックレビューで導かれた科

学的根拠に基づいて策定されている。2008 年に発

表されたアメリカで最初の指針「2008 Physical 

Activity Guidelines for Americans」、さらにそれに関

連して 2013 年に公開された「Strategies to Increase 

Physical Activity Among Youth」以降に得られた身体

活動・座位行動と健康に関する膨大な量の研究成

果を反映しており、年齢や対象に応じて推奨され

る身体活動の量と種類を示している。 

子ども・青少年に対する指針としては、年齢に応

じた、楽しく、バラエティに富んだ身体活動に参加

する機会と励ましを与えることが重要であること

を強調し、「6～17 歳までの子ども・青少年は、毎

日 60 分 (1 時間) 以上の中等度から高強度の身体

活動を行うべきであること」を推奨している。また、

その具体的な内容として、「有酸素運動：1日 60分

以上、中等度または高強度の有酸素運動を行い、週

に 3 日以上、高強度の運動を含む」、「筋力強化運

動：1 日 60 分以上の身体活動の一環として、子ど

も・青少年は週に 3日以上、筋力強化の身体活動を

行うべきである」、「骨を強化する運動：毎日 60分

以上の身体活動の一環として、子ども・青少年は少

なくとも週 3 日は骨を強化する身体活動を行うべ

きである」という 3つの側面に触れている。 

3) オーストラリア：Australian 24-Hour Movement 

Guidelines for Children and Young People (5 to 17 

years): An Integration of Physical Activity, 

Sedentary Behaviour, and Sleep14) 

オーストラリアの場合、Department of Health によ

り各年齢層 (0～5 歳、5～17 歳、18～64 歳、65 歳

以上) に加え、妊娠中の人、障害や慢性疾患を有す

る人のための身体活動・座位行動指針が公表され

ている。特に、2019 年 4 月に子ども・若者用とし

て公表された本指針は、子ども (5～12 歳) と若者 

(13～17 歳) を対象にした研究成果の整理を行った

上で策定されたものである。内容としては、カナダ

と同様に子ども・若者の健康的な成長を支えるた

めに、身体活動、座位行動、睡眠を 24時間の行動

として捉え、バランスの取れた活動的ライフスタ

イルを毎日送ることを奨励しているのが特徴であ

る。 

具体的な指針の内容は、概ねカナダで策定され

た指針の内容を踏襲しており、身体活動について

は、「有酸素運動を中心とした中等度から高強度の

身体活動を、1日あたり60分以上積み重ねること」

に加え、「1 日数時間の様々な種類の低強度の身体

活動を行うこと」が示されている。また、座位行動

については、「座りがちな余暇のスクリーンタイム

を 1日 2時間以内に制限すること」に加え、「長時

間の座りっぱなしを可能な限り中断すること」に

ついて言及している。さらに、睡眠に関しては、「5

～13 歳までは 9～11 時間、14～17 歳までは 8～10

時間の連続した睡眠をとること」、「就寝・起床時間

を統一すること」の重要性を指摘している。これら

の内容に加え、「高強度の活動に加えて、筋肉や骨

を強化するような活動を、少なくとも週 3 日は取

り入れること」、「より大きな健康効果を得るため

には、十分な睡眠を確保しつつ、座りっぱなしの時

間を中高強度身体活動に置き換えること」につい

ても指針の中で強調している。 

4) イギリス：UK Chief Medical Officers' Physical 

Activity Guidelines15) 

2019年 9月に公表された本指針は、2011年 7月

にイングランド、スコットランド、ウェールズ、北

アイルランドの 4 つの最高医療責任者 (CMO) が

発表した身体活動指針「Start Active, Stay Active: : A 

report on physical activity for health from the four home 

countries’ Chief Medical Officers」を拡張したもので

ある。世界各国から得られたエビデンスを基に、身
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体活動による健康への恩恵を得るために必要とさ

れる身体活動の量、時間、頻度および種類を網羅し

た指針を、幼児 (5 歳未満)、子ども・若者 (5～18

歳)、成人 (19～64歳)、高齢者 (65歳以上) といっ

た各年齢層に対して策定している。特に、子ども・

青少年に対する身体活動指針として、「子ども・若

者は、1 週間を通じて 1 日平均 60 分以上の中強度

から高強度の身体活動を行うべきである。これに

は、体育、活動的な移動 (active travel)、放課後の活

動、遊びやスポーツなど、あらゆる形態の活動が含

まれる」、「子ども・若者は、運動技能、筋力、骨の

強度を向上させるために、1週間を通じて様々な種

類と強度の身体活動を行うべきである」といった

内容を提示している。特に、1 日 60 分の中高強度

身体活動という最低基準値を強調しているわけで

はなく、1 週間で達成すべき 1 日 60 分の平均値が

推奨されている点が特徴である。 

また、この指針の中では座位行動研究の成果に

ついても取りまとめが行われ、座位行動が健康に

及ぼすリスクについて言及し、指針の策定も行わ

れている。具体的な内容として、「子ども・青少年

は座りっぱなしで過ごす時間を最小限にすること

を目指し、可能であれば少なくとも軽い活動で長

時間動かない時間を中断すべきである」ことを示

しており、総座位時間や特定の座位行動 (たとえば、

スクリーンタイム) に関して、最低基準値等の設定

は行っていない。 

5) WHO：WHO Guidelines on Physical Activity and 

Sedentary Behaviour16) 

2020年 11月に公表された本指針は、子ども・青

少年 (5～17 歳)、成人 (18～64 歳)、高齢者 (65 歳

以上) を対象に、健康上のリスクを軽減し、大きな

メリットをもたらすために必要な身体活動量 (頻

度、強度、時間) について、関連する研究のシステ

マティックレビューによる科学的根拠に基づいて

策定されている。2010 年に公表され、身体活動の

みに焦点が当てられていた前回の指針から変更さ

れた点としては、座位行動と健康アウトカムの関

連の整理や、妊娠中・産後の女性、慢性疾患や障害

を持つ人などに対する指針が加えられたことであ

る。 

本指針では、特に子ども・青少年の身体活動は、

体力 (心肺機能と筋力)、心血管代謝 (血圧、脂質異

常症、血糖値、インスリン抵抗性)、骨の健康、認

知機能 (学業成績、遂行機能)、精神的健康 (抑うつ

の軽減)、肥満の減少といった健康上の利点をもた

らすことに言及し、指針として、「1日平均 60分以

上の中等度から高強度の身体活動 (主に有酸素運

動) を、週を通して行うこと」や「高強度の有酸素

運動や、筋肉や骨を強化するための運動を、週に 3

日以上取り入れるべきであること」を提示した。 

一方、子ども・青少年の座位行動に関して、その

量が多いほど、肥満の増加、心血管代謝系の健康状

態、体力、行動様式・社会的行動の悪化、睡眠時間

の減少など、健康状態へ大きな悪影響があること

が指摘されており、「座りっぱなしの時間、特に余

暇におけるスクリーンタイムを減らすこと」が指

針として奨励されている。 

 

Ｄ．考察 

 

 国民を代表するサンプルを対象としている平成

18年国民健康・栄養調査 7)、平成 28年社会生活基

本調査 8)、令和元年度全国体力・運動能力、運動習

慣等調査 9)、子ども・青少年のスポーツライフ・デ

ータ 201910)、平成 30年度・令和元年度児童生徒の

健康状態サーベイランス 11)の 5 つの調査から、わ

が国の子ども・青少年における身体活動および座

位行動の実態についてデータの整理を行った。調

査により評価項目が異なることやデータ収集時期

が異なるため、一概に結果を比較することはでき

ないが、身体活動に関しては、1週間あたりの身体

活動実施時間が 420分 (1日 60分×7日間) 未満の

者は 3～4割となり、身体活動不足である子ども・

青少年の割合がかなり多いことが明らかとなった。

また、座位行動については、スクリーンタイムに 1

日あたり 2 時間以上費やす者の割合は小学生で 4

～5 割、中学生で 5～6 割もおり、日本における多

くの子ども・青少年が座りすぎの状態であること

が分かった。 
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諸外国もわが国と同様に、子ども・青少年におけ

る身体活動不足や座位行動の多さが社会問題とな

っており、成人のみならず子ども・青少年に対して

も身体活動・座位行動指針が策定されつつある。本

報告では、カナダ、アメリカ、オーストラリア、イ

ギリス、WHOにおいて策定された身体活動・座位

行動指針について概観した。その結果、多くの国・

機関に共通して、「1日 60分以上の身体活動 (特に

有酸素運動) を実施すること」や「筋肉および骨を

強化するための活動を週に 3 日以上取り入れるこ

と」、さらには、「余暇におけるスクリーンタイムを

1 日 2時間未満にすること」を推奨している。本報

告で明らかとなったわが国の子ども・青少年の身

体活動・座位行動の実態においても、これらの基準

を満たす者は半数以下であることがうかがえる。

このような状況を踏まえ、今後、身体活動・座位行

動が種々の健康アウトカムに及ぼす影響について、

諸外国ならびに日本における研究の動向を整理し、

それらの成果を踏まえて、わが国の子ども・青少年

に対する身体活動・座位行動指針を策定していく

必要がある。 

 

Ｅ．結論 

わが国における子ども・青少年の身体活動はか

なり不足しており、座位行動については決して少

なくないことが明らかとなった。また、諸外国にお

ける子ども・青少年に対する身体活動・座位行動指

針として、「1日 60分以上の身体活動 (特に有酸素

運動) を実施すること」、「筋肉および骨を強化する

ための活動を週に 3 日以上取り入れること」、「余

暇におけるスクリーンタイムを 1 日 2 時間未満に

すること」が多く採用されていることが分かった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし。 

 

Ｇ．研究発表 
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１．論文発表 
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